予算要求資料
平成27年度当初予算　支出科目　款：総務費　項：企画開発費　目：スポーツ振興対策費　
	事業名　新グリーンスタジアム施設整備費


（この事業に対するご質問・ご意見はこちらにお寄せください）　

　 清流の国推進部 スポーツ推進課 施設管理係 電話番号：058-272-1111（内2947）

　　　　　　　E-mail： c11172@pref.gifu.lg.jp
１　事業費　　    9,644千円   （前年度予算額：　0千円）
＜財源内訳＞　
	区　分
	事業費
	財　　　　源　　　　内　　　　訳

	
	
	国　庫

支出金
	分担金

負担金
	使用料

手数料
	財産収入
	寄附金
	その他
	県　債
	一　般

財　源

	前年度
	0
	0
	0
	0
	0
	0
	0
	0
	0

	要求額
	9,644
	0
	0
	0
	571
	0
	0
	0
	9,073

	決定額
	430
	0
	0
	0
	430
	0
	0
	0
	0


２　要求内容
（１）要求の趣旨（現状と課題）
　　　岐阜県グリーンスタジアムは、国際競技会等が可能なグローバル規格のウォーターベースの人工芝ピッチであり、練習や試合の前には必ず水を撒く必要がある。（水を撒くことで、転倒した際の摩擦によるやけどの防止、ボールのスピードが上がりダイナミックなプレーが可能となるなどの効果もある。）
　　　ピッチにとって必要不可欠な散水については、地中埋設型のスプリンクラーや散水栓を使った手作業により行われているが、平成１２年の建設以来、更新されておらず、経年劣化（耐用年数約１０年）による不具合が生じている状況である。このままでは大会運営に支障をきたし、各種大会の開催が不可能となる恐れがあるため、更新を行う。
（２）事業内容
　　　スプリンクラー装置一式の更新、散水栓更新

　　　ＡＥＤ（自動体外式除細動器）更新

（３）県負担・補助率の考え方

　　　県 10／10（県有施設の整備であるため）
（４）類似事業の有無
　　　無
３　事業費の積算内訳
	事業内容
	金額
	事業内容の詳細

	工事請負費
	9,159
	スプリンクラー装置一式の更新、散水栓更新

	備品購入費
	485
	ＡＥＤ（自動体外式除細動器）更新

	合計
	9,644
	


	　決定額の考え方　

緊急性、必要性など事業内容を精査し、所要額を計上します。



事業評価調書
	■  新規要求事業　

	·  継続要求事業


	１　事業の目標と成果


（事業目標）

	・何をいつまでにどのような状態にしたいのか
　耐用年数が到来し、不具合の生じているスプリンクラー装置及び散水栓について、平成２７年度中に更新する。


（目標の達成度を示す指標と実績）

	指標名
	事業開始前
	指標の推移
	現在値
	目　標
	達成率

	
	（H  ）
	（H　）
	（H　）
	（H　）
	（H　）
	％


	
	（H　）
	（H　）
	（H　）
	（H　）
	（H　）
	％



○指標を設定することができない場合の理由
	設備の更新のため、指数を示すことは適当でない。



（前年度の取組）

	・事業の活動内容（会議の開催、研修の参加人数等）




（前年度の成果）

	・前年度の取組により得られた事業の成果、今後見込まれる成果

　

	２　事業の評価と課題


（事業の評価）

	・事業の必要性（社会経済情勢等に沿った事業か、県の関与は妥当か）

○：必要性が高い、△：必要性が低い

	(評価)

○

	　同施設は、ホッケーのナショナルトレーニングセンターにも指定されており、全日本男女チームの合宿、国際大会も開催され、全国的にも有名である。ウォーターベースのピッチにとって必要不可欠な散水設備に不具合が生じているため、早急に更新する必要がある。

	・事業の有効性（指標等の状況から見て事業の成果はあがっているか）

　○：概ね期待どおり又はそれ以上の効果が得られている、△：まだ期待どおりの成果が得られていない

	（評価）


	　


	・事業の効率性（事業の実施方法の効率化は図られているか）

　○：効率化は図られている、△：向上の余地がある

	(評価)


	


（今後の課題）

	・事業が直面する課題や改善が必要な事項
　約１０年ごとに人工芝の張替が必要であり、高額な費用がかかるため、県にとって重い負担となっているが、ホッケーのナショナルトレーニングセンターにも指定されている全国トップクラスの施設を維持するために必要不可欠となっている。　　　　　　　　　　　　　（前回の張替工事：平成２１年度）


（次年度の方向性）
	・継続すべき事業か。県民ニーズ、事業の評価、今後の課題を踏まえて、今後どのように取り組むのか

　老朽化が進んでいる施設であるため、不具合のでている箇所や耐用年数を過ぎたものについて、内容を精査し、必要最小限の更新を進める必要がある。



